
◇ 手選別作業場の環境改善のため、次の事項について検討されたい。

長期包括運営責任業務委託の開始にあたっては、先行自治体等の事例をあらかじめ
十分に調査、研究し、検討を重ね、町の財政負担軽減を図られたい。

◇

悪臭の原因となり得る生鮮食品、冷凍食品、納豆などの包装については、プラス
チック製容器包装の対象外とし、可燃ゴミとする。

作業環境が比較的良好な他自治体があれば、そのノウハウを取り入れるなどのベ
ンチマーキングを行う。

＊

＊

　　現　行現　行現　行現　行　（委員別内訳　現行：４、要改善：１）

予　 　算 　　額予　 　算 　　額予　 　算 　　額予　 　算 　　額 　　現　行現　行現　行現　行　（委員別内訳　現行：４、減額：１）

長期包括運営責任業務委託の委託期間は１８年と長期に亘るため、先行自治体の実
例を研究するとともに、徹底的なコスト分析や業務終了時の報告・評価手法など、あら
ゆる可能性を検討し、寒川町・茅ヶ崎市にとってメリットのある契約となるよう勤められ
たい。また、この委託制度については、町民への説明を十分に行う必要がある。

◇

事
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○広域リサイクルセンター管理運営経費 《環境課》

寒川広域リサイクルセンター、茅ヶ崎市と共同設置したもので、開設から１年が経過
し、当初の計画どおり順調な運営が行われている。

プラスチック製容器包装については、その分別基準が分かりにくいことから異物混入率
が高く、手選別作業時の環境悪化（悪臭）の原因となっている。

平成２６年度からの長期包括運営責任業務委託制度の導入に向け、その準備を進め
ている。長期の業務委託により、町財政負担の平準化を図ろうとしている。

◇

◇

◇

リサイクルセンターが稼働してから１年が経過し、啓発施設の利用も含め、おおむね順
調な運営がなされている。

◇

寒川町民及び茅ヶ崎市民に対し、分別と排出抑制に関する周知・啓蒙活動を行い、分
別の徹底を図られたい。なお、分別の徹底と責任明確化のため、近隣自治体では個別
収集を行っているところもある。費用対効果を検証し、個別収集の可否についても検討
されたい。

◇

◇ プラスチック製容器包装については分別基準や方法が分かりにくいため、周知方法を
検討し、詳細かつ丁寧で分かりやすい説明を町民に対し行う必要がある。

事 業 の 方 向 性事 業 の 方 向 性事 業 の 方 向 性事 業 の 方 向 性







































＊

＊

現行の在宅当番医制度については、１日あたり約１２万円の経費で妥当な金額である
が、現行制度の問題解消に向け、予算増額を避ける形で広域連携等に係る検討を早
急に行われたい。

◇

評
　
価
　
結
　
果

休日における在宅当番医制度は、利便性・効率性の点で問題があり、また、将来的に
は町内医療機関の医師の高齢化等により医療機関確保が難しくなるなどの懸念もあ
ることから、今後も現制度を維持することは難しいと思われる。また、現在の救急車の
搬送状況をも踏まえ、次の事項に関し早急に検討されたい。

広域連携による取り組み

寒川病院に夜間救急救命センターの設置を要請
（町のバックアップ等の支援体制が必要）

＊

◇

事 業 の 方 向 性事 業 の 方 向 性事 業 の 方 向 性事 業 の 方 向 性 　　要改善要改善要改善要改善　（委員別内訳　要改善：３、拡充：１、抜本的見直し：１）

町内に医療センターを設置

予　 　算 　　額予　 　算 　　額予　 　算 　　額予　 　算 　　額 　　現　行現　行現　行現　行　（委員別内訳　現行：５）

○救急医療確保対策事業 《健康・スポーツ課》

休日における救急医療体制については、町内１５医療機関による在宅当番医制度（１
医療機関あたり年５回程度）で運用しているが、各医療機関の診療科目は様々であ
る。平成２４年度の受け入れ実績１，２２４件のうち小児科受診件数が５４７件で全体の
４４．７％を占めており、町民からすると当番医が小児科でない場合には、近隣他市の
医療機関を受診せざるを得ないという不便な状況で、町民ニーズに対応できていない
と言える。また、医療機関によっては、年間１０件程度しか受け入れ実績のないところも
あり、医療機関間での不公平感も相当高い状況にある。

◇

町内に救急対応の拠点となる公立病院が無いため、平成２４年度の救急車搬送実績
１，８０９人のうち、町外への搬送が１，４３３人と全体の約７９％を占めており、更に、町
内搬送のほぼ全てを町内に１件のみである救急告示指定病院の寒川病院に搬送して
いる状況である。

◇

事
業
の
現
状
・
課
題 ドクターヘリの発着所は中央公園１カ所のみで、平成２４年度の寒川町の使用実績は

６件と少ない状況ではあるが、重度症例患者を搬送し高度救命措置を行うことにより、
住民の期待に応えていると言える。

◇





















○健康管理センター維持管理経費 《健康・スポーツ課》

健康管理センターは、町民の健康増進及び公衆衛生の向上に資するための事業を実
施する団体等に限り利用を認めているが、施設の性質上、 利用料は徴収しておらず、
稼働率の把握も行っていない。（平成２４年度から寒川町社会福祉協議会が指定管理
者として管理運営を行っているが、協定書においても施設稼働率に関する規定はな
い。）

◇

旧館は昭和５６年度、新館は平成２年度からの事業開始で、施設の老朽化が著しい状
態である。

◇

◇

老朽化により今後も修繕箇所の増加が懸念される。町事業（予防接種事業）による利
用が減少していることから旧館廃止という方向性も含め、今後の活用を検討するととも
に、中長期的な修繕計画の策定が必要である。

◇

事
業
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現
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・
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現状を維持。ただし、現状の予算（協定）の範囲内で、健康管理センターの有効活用を
図るべく、施設稼働率の目標数値を設定すること等に関し、指定管理者との協議・検討
を実施されたい。

事 業 の 方 向 性事 業 の 方 向 性事 業 の 方 向 性事 業 の 方 向 性 　　現　行現　行現　行現　行　（委員別内訳　現行：３、要改善：２）

予　 　算 　　額予　 　算 　　額予　 　算 　　額予　 　算 　　額 　　現　行現　行現　行現　行　（委員別内訳　現行：５）

受益者負担の観点から、施設利用（特に借地のゲートボール場）の有料化を検討し、
歳入の増額を図られたい。

健康管理センターは指定管理者による運営がされており、概ね妥当だが、施設の有効
活用のため、また、町民の健康増進のため、指定管理者による自主事業を増やすとと
もに、施設稼働率の目標値を設定し、把握することが重要である。そのためには、指定
管理者に創意工夫を促す仕組みづくり（協定書に規定を設けるなど）が必要である。

◇

◇

















＊

＊

健康維持が一番重要であるため、検診を充実させるとともに、生活習慣改善のための
サポートを充実されたい。

予算の範囲内において、周知方法の改善など、受診率向上のために創意工夫された
い。

◇

◇

＊ 町民の医療費や罹病の傾向について分析し、その傾向に基づく効果的な健(検)診
や指導の実施

＊

＊ 各健(検)診対象者及び要精密検査対象者への受診勧奨と健康指導の徹底。
また、精密検査の受診率を上げるためのより一層の工夫

自治会館・地域集会所等で、検査結果に基づく指導や健康体操指導、生活習慣の
改善指導などの実施

　　要改善要改善要改善要改善　（委員別内訳　要改善：４、拡充：１）

◇

◇

健(検)診により疾病を早期発見し、治療を早期に開始することは医療費の抑制にもつ
ながることから、受診率向上に努めるとともに、次のような具体的な事業展開を検討さ
れたい。

◇

網掛け部分を修正（「事業の現状・課題」欄と「事業の方向性」欄が合致するように、と「事業の方向

性」欄に女性に関する記述を追加。また、「罹患」という言葉を「罹病」に変更。）

評
　
価
　
結
　
果

○健康増進事業 《健康・スポーツ課》

各健(検)診の目標値（受診率等）を設けておらず、単に前年度数値より多ければ良いと
いう傾向が見られる。

愛川町の受診率は、

子宮頸部検診 ： 寒川町の２倍
乳房検診 ： 寒川町の２倍
胃がん検診 ： 寒川町の３倍

◇

全般的に受診率が低いように感じる。（特に女性の受診率） 類似団体である愛川町と
受診率を比較した場合、次のような差が生じているが、町として具体的な差異分析を
行っていない。

事
業
の
現
状
・
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題

事 業 の 方 向 性事 業 の 方 向 性事 業 の 方 向 性事 業 の 方 向 性

健(検)診の目標が疾病の早期発見であるのならば、目標とする受診率を明確にすべき
である。愛川町の受診率がなぜ高いのか、寒川町の女性の受診率がなぜ低いのか、
差異分析を行うなど、ベンチマーキングを行い、目標達成のための改善や具体的な創
意工夫を行うことが必要である。

死亡原因の上位である「がん」「心疾患」「脳血管疾患」に対する検診の充実

予　 　算 　　額予　 　算 　　額予　 　算 　　額予　 　算 　　額 　　現　行現　行現　行現　行　（委員別内訳　現行：３、増額：２）


















